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  ２．収益の認識基準 
  







































                                                   
 

































































                                                   
 

































































































































                                                   
 
7 染谷・ 前掲注１、 ５１、５２頁 
8 斎藤静樹「討議資料 財務会計の概念フレームワーク第２版」第２章 討議資料の基本的な考
え方 米山正樹（中央経済社 平成１９年）１８頁 
















































































































































































































































































                                                   
 






















































①  顧実が、財・サービスに対する支払を行う無条件の義務を負っていること 
②  顧実が、財・サービスの法的所有権を有していること 




























































































































































                                                   
 






















































































































































































                                                   
 

































































   
                                                   
 






























                                                   
 















































































































































                                                   
 










一  商品又は製品（副産物及び作業くずを含む。）  
二  半製品  
三  仕掛品（半成工事を含む。）  
四  主要原材料  
五  補助原材料  
六  消耗品で貯蔵中のもの  






















































































































































                                                   
 
55 小堀・北井前掲注４２、９２頁 
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                                                                                                                          
 
年 ７頁 































































































































































































































































































































































































                                                   
 























































































                                                   
 
122 財務省ホームページ参照。なお、２１年度以前は決算額、２２年度は予算額である。 













































2. 秋葉賢一「ＩＡＳＢ公開草案「顧実との契約における収益認識」（中）（週刊 経営財務） 
平成２２年９月２０日 １９頁 
3. 秋葉賢一「IASB 公開草案「顧実との契約における収益認識」（下）（週刊 経営財務）平
成２２年９月２７日 
4. 新井清光「現代会計学」第三版 （中央経済社） 平成１２年 
5. 石森宏宜 「固定資産（不動産）の譲渡による所得の帰属時期」日税研論集２２巻 日本
税務研究センター 








11. 加古宜士「財務会計概論」第４版 （中央経済社） 平成１５年 
12. 加古宜士「企業会計制度の国際的動向とわが国の対応」（産業経理６７号）平成１９年４
月 
13. 金子宏「租税法 第十四版」（弘文堂）  平成２１年 
14. 金子宏「租税法における所得概念の構成」（法学協会雑誌８３巻）９・１０合併号 
15. 金子宏「所得概念の研究」（有斐社） 平成７年  
16. 金子宏「総論―権利確定主義は破綻したか」日税研論集２２号 「所得の年度帰属」日本
税務研究センター（ 平成４年） 






20. 窪田悟嗣 「法人税基本通達逐条解説 五訂版」（税務研究会出版局）平成２０年 
21. 後藤喜一「公正処理基準の本質と変遷」（税務会計研究第５号）平成６年 
22. 小堀好夫、北井魁「貿易商社」（第一法規出版） 昭和５７年 
23. 斎藤静樹「討議資料 財務会計の概念フレームワーク第２版」（中央経済社）平成１９年 
24. 酒巻俊雄 「平成 5 年度重判解」（ジュリスト１０４６号） 
25. 品川芳宠「確定決算基準の危機と今後の方向性」（税務弘報）（平成１５年 7 月号） 
26. 品川芳宠「課税所得と企業利益」（税務研究会出版局）昭和５７年 
27. 品川芳宠 日税研論集 22 号 「棚卸資産」（財団法人 日本税務研究センター） 平成４
年 
28. 品川芳信「税法と企業会計基準」（週刊税務通信平成１４年６月２４日号） 
29. 品川芳宠 「租税法律主義と税務通達」 （ぎょうせい） 平成１５年 






































56. 水野忠恒「租税法 第３版」（有斐閣）２００７年 
57. 矢島学「IASB「収益認識に関する公開草案」について」（企業会計６２巻１０号） 








64. 「別冊ジュリスト租税判例百選 第４版」（有斐閣） 平成１７年 
〈ホームページ〉 
・金融庁ホームページ http://www.fsa.go.jp/ 
・国税庁ホームページ http://www.nta.go.jp/ 
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・法務省ホームページ http://www.moj.go.jp/ 
・企業会計基準委員会ホームページ https://www.asb.or.jp/asb/top.do 
・日本公認会計士協会ホームページ http://www.hp.jicpa.or.jp/ 
 
 
